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証券コード 5440 
平成22年６月10日 

 

株 主 各 位 
 

 

大阪市北区堂島浜一丁目４番16号

共 英 製 鋼 株 式 会 社
代表取締役社長  吉 岡 龍 太 郎

 

第66回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。 
 さて、当社第66回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます
ようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合には、書面により議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご表示いただき、平成22年６月24日（木曜日）午後５時40分までに到着

するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
 
記 
 

１．日   時 平成22年６月25日 (金曜日) 午前10時 

２．場   所 大阪市北区堂島浜一丁目３番11号 

社団法人クラブ関西 ２階ホール 
 (末尾の会場ご案内略図をご参照ください｡) 

３．目 的 事 項  

  報 告 事 項 (1) 第66期 (平成21年４月１日から平成22年３月31日まで) 事業報告の
内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件 

(2) 第66期 (平成21年４月１日から平成22年３月31日まで) 計算書類の
内容報告の件  

  決 議 事 項  

   第１号議案 取締役14名選任の件 

   第２号議案 監査役３名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
※当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。 
※株主総会参考書類ならびに招集通知に添付すべき事業報告、連結計算書類および計算書類
に修正すべき事項が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト 
(http://www.kyoeisteel.co.jp/）に掲載いたします。 
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〔添付書類〕 
 

事 業 報 告 

(
 

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで) 

 

１．企業集団の現況に関する事項 
 (1)事業の経過および成果 
当連結会計年度におけるわが国経済は、一部業種においては一昨年のリーマンショッ

ク以降の混迷から回復の兆しを見せつつありますが、経済環境の先行き不透明感は未だ

払拭されず、全体的な力強さには欠ける状態で低迷しております。 

日本の鉄鋼業界におきましては、世界同時不況の影響を受けた鉄鋼需要の著しい減退

により、国内粗鋼生産量は9,645万トンと、平成11年度（9,800万トン）以来の１億トン

割れとなりました。中でも当社の属する普通鋼電炉業界では、主な需要先である建設分

野において公共投資、民間建設投資ともに低調であったことから建設用鋼材需要が低迷

しており、現時点の見通しでは早期回復の見込みは乏しいと言わざるを得ない状況であ

ります。 

一方、当社製品の主原料である鉄スクラップ価格は、海外の鉄鋼需要動向の影響を受

けて年度初頭から上昇基調で推移し、夏場をピークに一旦下落しましたが、年度後半か

らは中国・韓国などアジア諸国の鉄鋼需要増により再び上昇に転じ、現在も高い水準で

推移しております。 

このような状況の下、当社グループでは、鋼材需要と鉄スクラップ価格の動向を見極

めながら、減産体制を継続することで需要に見合った生産・販売に徹し、製品価格と鉄

スクラップ価格との売買価格差の確保に努めました。 

これらの結果、当連結会計年度の当社グループ業績につきましては、連結売上高は

111,485百万円と前期対比82,860百万円（42.6％）の減収となりました。連結営業利益

は11,454百万円と前期対比14,816百万円（56.4％）の減益、連結経常利益は12,715百万

円と前期対比12,673百万円（49.9％）の減益となり、連結当期純利益は6,691百万円と

前期対比7,318百万円（52.2％）の減益となりました。 

なお、当社と東京鐵鋼株式会社は、共同持株会社を設立して経営統合することについ

て、平成21年５月20日に確定契約を締結しましたが、平成21年10月16日開催のそれぞれ

の取締役会にて決議の上、確定契約を解除いたしました。 

 

事業セグメント別の業績は以下のとおりであります。 

①鉄鋼事業 

当事業部門におきましては、一昨年秋以降の経済環境悪化による建設用鋼材の需

要減が継続したため、製品出荷量は前期対比約29万トン（16.7％）減少し、平均出

荷単価は前期対比トン当たり約２万８千円下落しました。一方、鉄スクラップの平

均消費単価は前期対比トン当たり約１万７千円下落しましたが、利益の源泉となる

売買価格差は前期対比トン当たり約１万１千円縮小しました。 



〆≠●0 
01_9570401102206.doc 
共英製鋼㈱様 招集 2010/05/29 16:33印刷 2/13 

― 3 ― 

以上の結果、売上高は104,717百万円と前期対比81,213百万円（43.7％）の減収

となり、営業利益は10,203百万円と前期対比14,208百万円（58.2％）の減益となり

ました。 

 

②環境リサイクル事業 

当事業部門におきましては、電気炉による高温熱溶融リサイクルと連結子会社で

ある共英リサイクル株式会社が保有するガス化溶融炉の稼働は順調でしたが、産業

活動が低調であったため産業廃棄物の処理量が減少したことに加え、管理型最終処

分場への産業廃棄物受入れ量も前期に比べ減少しました。 

以上の結果、売上高は6,378百万円と前期対比1,614百万円（20.2％）の減収とな

り、営業利益は1,760百万円と前期対比691百万円（28.2％）の減益となりました。 

 

③その他の事業 

当事業部門におきましては、子会社を通じて、土木資材の販売および保険代理店

業等を行っており、売上高は390百万円と前期対比34百万円（8.0％）の減収となり、

営業利益は32百万円と若干の減益となりました。 

 

 (2)設備投資等の状況 
当連結会計年度の設備投資は、当社グループにおいて総額4,815百万円実施いたしま

した。内訳は以下のとおりであります。 

鉄鋼事業におきましては、既存鉄鋼製造設備の維持更新や合理化投資として加熱炉改

造や電気炉への新型バーナー設置、さらに、連結子会社である共英建材工業株式会社の

前期に続く製造設備改善、株式会社共英メソナの製品倉庫建設等を中心に、4,655百万

円実施いたしました。 

環境リサイクル事業におきましては、管理型最終処分場用地の整備等を中心に、112

百万円実施いたしました。 

その他の事業および全社共通資産への設備投資として、システムの更新等に47百万円

実施いたしました。 

 

 (3)資金調達の状況 
当社のグループ会社において、設備投資や運転資金として1,706百万円の借入を行っ

ております。また当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関

７行との間に、145億円の当座貸越契約および100億円のシンジケーション方式によるコ

ミットメントライン契約を締結しております。なお、当連結会計年度末における当該契

約に基づく借入実行残高はございません。 
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 (4)対処すべき課題  
当社グループは、持続的、安定的に経常利益200億円以上を計上することを目標とし

ております。これは、従来から目指している効率的な資産、資本運営について総資産事

業利益率（ROA）15％、株主資本利益率（ROE）12％の達成に匹敵する数値であります。

また当社は、各事業所、関係各社相互間の連携によるシナジー効果の最大化を図り、最

強のコスト競争力を持つ地域No.1ミルの総合体を目指します。 

 

当社は、当社グループを取り巻く事業環境の大きな変化に対応するべく、第四次中期

経営計画（平成20年４月策定・３ヵ年計画）を早期終結の上、新たに中長期経営ビジョ

ンを策定し次の４点を経営重点項目として定めました。 

第一に、一層の縮小が予想される国内鉄鋼市場の中での勝ち残りを目指し、以下の各

施策に取り組みます。①業界再編・統合の基軸カンパニーとして、シナジーの実現、競

争力強化につながる提携戦略を推進する、②各工場のコスト低減、生産性向上を通じ競

争力を強化する、③事業所の枠組みにとらわれない営業政策により営業力の全社最適化

を強化する、④需要家ニーズの吸い上げとスピーディな対応による高付加価値の新製品

開発を促進する、⑤原料供給者とのネットワーク強化により、原料の安定調達を図る。 

第二に、海外鉄鋼事業の一層の伸張を図ります。そのために、東南アジアをはじめと

する世界各地の経済成長地域に生産拠点を配置し、各地域の経済成長の果実の獲得を目

指します。まず在ベトナム関連会社の製鋼・圧延一貫ライン追加建設計画を実行し、同

社のベトナム市場でのシェア拡大を図るとともに、ベトナムを含む世界各地での新たな

生産拠点の建設もしくは獲得を進めます。このような海外鉄鋼事業の伸張のため、本社

内に新たに海外事業部を新設し、推進体制を強化します。 

第三に、環境リサイクル事業の着実な成長を図ります。環境リサイクル事業は、循環

型社会の構築という社会の要請に応え、規模を拡大し安定的な収益計上を実現してまい

りました。今後、環境リサイクル事業未着手あるいは着手規模の小さな事業所、関係会

社においても環境リサイクル事業への取組みを積極化し、地域自治体の許認可と住民の

皆様のご理解を得た上で、全社的な規模での環境リサイクル事業伸張を図ります。 

第四に、これらの成長戦略のために、活力ある人事・組織施策を実施します。特にシ

ニア人材の活用と若手の登用、人材マップに基づいた人事ローテーションと計画的な育

成諸施策を実施します。 

 

なにとぞ株主の皆様には、引き続きご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。 
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 (5)財産および損益の状況の推移 

①企業集団の財産および損益の状況 
 

年度 
 

区分 

第63期 
 

(平成19年３月期)

第64期 
 

(平成20年３月期)

第65期 
 

(平成21年３月期) 
 
第66期 

(当連結会計年度) 
(平成22年３月期) 

売 上 高 (百万円) 158,873 181,576 194,345  111,485 

当 期 純 利 益 (百万円) 15,630 11,070 14,009  6,691 

１株当たり当期純利益 (円) 414.23 253.66 318.72  152.23 

総 資 産 (百万円) 168,897 166,572 153,711  151,125 

純 資 産 (百万円) 98,899 107,846 119,154  124,905 

１株当たり純資産額 (円) 2,283.63 2,437.25 2,693.38  2,822.81 
 
(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。  
 

 

②当社の財産および損益の状況 
 

年度 
 

区分 

第63期 
 

(平成19年３月期)

第64期 
 

(平成20年３月期)

第65期 
 

(平成21年３月期) 
 
第66期 
(当事業年度) 
(平成22年３月期) 

売 上 高 (百万円) 120,299 143,676 153,896  87,443 

当 期 純 利 益 (百万円) 10,841 8,483 12,084  5,337 

１株当たり当期純利益 (円) 287.32 194.37 274.91  121.42 

総 資 産 (百万円) 137,490 135,872 125,430  122,936 

純 資 産 (百万円) 82,865 90,589 101,424  105,229 

１株当たり純資産額 (円) 1,924.63 2,060.97 2,307.45  2,394.04 
 
(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 

 



〆≠●0 
01_9570401102206.doc 
共英製鋼㈱様 招集 2010/05/29 16:33印刷 5/13 

― 6 ― 

 (6)親会社および子会社の状況 

①親会社の状況 

該当事項はありません。 

②重要な子会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金 
当 社 の
出資比率

主要な事業内容 

関東スチール株式会社 2,810
百万円 

100
％ 
鋼材の製造および販売 

共英建材工業株式会社 100
 

100
 
鋼材の加工および販売 

共 英 産 業 株 式 会 社 180
 

100
 
産業廃棄物の処理および
再生製品の販売 

 

 (7)主要な事業内容 
 

事     業 事   業   内   容 

鉄 鋼 事 業 

①鉄筋コンクリート用棒鋼・構造用棒鋼・形鋼・平鋼・
角鋼および鋼片の製造・販売ならびに鋼材加工・販売 
②鉄鋼製造プラント・鋼滓運搬車・焼却炉の設計・製
作・販売およびそれらに関する技術・ノウハウの販売 

環境リサイクル事業 産業廃棄物・医療廃棄物の収集・運搬および処分業 

 

 (8)主要な営業所および工場 

①当社 
 

事 業 所 名 所  在  地 

本 社 大阪市北区 

枚方事業所枚方工場 大阪府枚方市 

枚方事業所大阪工場 大阪市西淀川区 

山 口 事 業 所 山口県山陽小野田市 

名 古 屋 事 業 所 愛知県海部郡飛島村 

東 京 事 務 所 東京都中央区 

 



〆≠●0 
01_9570401102206.doc 
共英製鋼㈱様 招集 2010/05/29 16:33印刷 6/13 

― 7 ― 

②主要な子会社 
 

会  社  名 事 業 所 名 所  在  地 

関東スチール株式会社 本社工場 茨城県土浦市 

本社・寝屋川工場 大阪府寝屋川市 
共英建材工業株式会社 

滋賀工場 滋賀県東近江市 

本社 大阪市北区 

関東支社 東京都江戸川区 

招堤工場 大阪府枚方市 

名古屋工場 愛知県海部郡飛島村 

大和工場 神奈川県座間市 

成田工場 千葉県成田市 

共 英 産 業 株 式 会 社 

中部工場 愛知県海部郡飛島村 

 

 (9)従業員の状況 

①企業集団の従業員の状況 
 

従  業  員  数 前連結会計年度末比増減 

1,061名 16名増 
 
(注) 従業員数は、当社グループ外への出向者、嘱託社員、臨時社員等を除く就業人員を表示しており
ます。 

②当社の従業員の状況 
 

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

673名 11名増 38.8歳 15.8年 
 
(注) 従業員数は、社外への出向者、嘱託社員、臨時社員等を除く就業人員を表示しております。 

 

 (10)主要な借入先 
 

借  入  先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 441
百万円 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 436
 

尼 崎 信 用 金 庫 336 

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 326 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 167 
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２．会社の株式に関する事項 
 

(1)発行可能株式総数   普通株式 150,300,000株

(2)発行済株式総数    普通株式 44,898,730株（うち自己株式 944,069株） 

(3)株 主 数 3,498名

 (4)大 株 主 
 

株  主  名 持  株  数 持 株 比 率 

住友金属工業株式会社 11,593
千株 

26.4
％ 

高島 秀一郎 4,875
 

11.1
 

エア・ウォーター株式会社 3,292
 

7.5
 

高島 成光 2,233
 

5.1
 

三井物産株式会社 1,470
 

3.3
 

合同製鐵株式会社 1,347
 

3.1
 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

1,173
 

2.7
 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 904
 

2.1
 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

848
 

1.9
 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口９） 

700
 

1.6
 

 (注) 持株比率は、自己株式（944,069株）を控除して計算しております。 
 

 (5)その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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３．会社役員に関する事項 
 (1)取締役および監査役の氏名等 

 

役    名 氏   名 担   当 重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 会 長 高 島 成 光   

代表取締役副会長 高 島 秀一郎 本社営業企画部直轄
中山鋼業株式会社 
代表取締役副会長 

代 表 取 締 役 社 長 吉 岡 龍太郎   

取締役・副社長執行役員 永 田 紘 文
社長補佐兼山口事業
所長 

共英リサイクル株式会社 
代表取締役社長 

取締役・副社長執行役員 森 田 浩 二   

取締役・専務執行役員 深 田 信 之
本社生産企画部担当兼
枚方事業所協力役員 

 

取締役・専務執行役員 緒 方  健
本社経営企画部担当兼
生産企画部協力役員 

 

取締役・常務執行役員 川 崎 孝 二
本社人事総務部・経
理部担当 

株式会社ケイ・ワイコーポ
レーション代表取締役社長 

取締役・常務執行役員 座 古 俊 昌 名古屋事業所長  

取締役・常務執行役員 合 六 直 吉
本社営業企画部担当・
営業企画部長兼山口事
業所副事業所長 

共英加工販売株式会社 
代表取締役社長 

取締役・常務執行役員 木 村 弘 隆 枚方事業所長  

取締役・執行役員 土 井 眞 人
チー・バイ・インターナ
ショナル・ポート社社長

 

取締役・執行役員 松 田 良 弘
名古屋事業所副事業
所長 

 

取 締 役 青 木  弘  

エア・ウォーター株式会社 
代表取締役会長兼社長および 
最高経営責任者(ＣＥＯ)兼 
最高業務執行責任者(ＣＯＯ)  

常 勤 監 査 役 鬼 形 聰 彦   

監 査 役 井 関 博 文  
大阪機工株式会社 
常勤監査役(社外) 

監 査 役 瀧 井 道 治  

住友金属工業株式会社 
取締役・専務執行役員 
株式会社ＳＵＭＣＯ 
取締役(社外) 

 
(注) 1.取締役のうち、青木 弘氏は社外取締役であります。 
2.監査役の鬼形聰彦氏、井関博文氏および瀧井道治氏は社外監査役であります。 
3.当事業年度中の取締役の異動 
 (1) 新  任 ＜平成21年６月26日付＞ 

取 締 役 森 田 浩 二 
 (2) 役付異動 ＜平成21年10月１日付＞ 

取締役・副社長執行役員 森 田 浩 二（取締役） 
   （注記）（ ）内は異動前の役職 
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 (2)取締役および監査役の報酬等の総額 
取締役 14名  366百万円（うち社外取締役 1名   5百万円） 
監査役  3名   21百万円（うち社外監査役 3名  21百万円） 
(注) 1.取締役の報酬限度額は、平成21年６月26日開催の第65回定時株主総会において、年額550百万
円以内（うち社外取締役分20百万円以内）と決議いただいております。 
2.監査役の報酬限度額は、平成５年６月25日開催の第49回定時株主総会において、年額60百万円
以内と決議いただいております。 
3.上記報酬等の総額には、当事業年度における役員賞与引当金が含まれています。 
4.上記支給額のほか、平成21年６月26日開催の第65回定時株主総会における、退職慰労金制度廃
止に伴う取締役および監査役に対する退職慰労金贈呈決議に基づき、退職慰労金を各取締役お
よび各監査役の退任時に支払う予定であります。その総額は、取締役13名に対して393百万円
（うち社外取締役１名 ２百万円）、監査役３名に対して６百万円（うち社外監査役３名 ６
百万円）となる予定であります。 

 

 (3)社外役員に関する事項 
①重要な兼職先と当社との関係 
イ.取締役 青木 弘氏は、エア・ウォーター株式会社の代表取締役会長兼社長およ
び最高経営責任者(ＣＥＯ)兼最高業務執行責任者(ＣＯＯ)であり、同社は当社
の大株主であります。また、当社は同社との間に商品仕入の取引関係がありま
す。 
ロ.監査役 瀧井道治氏は、住友金属工業株式会社の取締役・専務執行役員であり、
同社は当社の大株主であります。 
ハ.その他の社外役員の兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。 
②当事業年度における主な活動状況 
イ.取締役 青木 弘氏は、当期開催の取締役会のうち約６割に出席し、エア・ウォ
ーター株式会社の経営者としての知見を活かし、経営全般についての助言・提
言を適宜行っております。 
ロ.監査役 鬼形聰彦氏は、当期開催の取締役会および監査役会の全回に出席し、常
勤監査役の立場で、業務の適法性に係る監査など監査業務全般についての活動
を行っております。 
ハ.監査役 井関博文氏は、当期開催の取締役会および監査役会のうち約９割に出席
し、経営者・特定株主等から独立した観点で、自らの経験に基づき必要に応じ
内部統制等について発言を行っております。 
ニ.監査役 瀧井道治氏は、当期開催の取締役会のうち約７割、監査役会のうち約８
割に出席し、鉄鋼メーカーの取締役・専務執行役員としての知見を活かし、必
要に応じリスク管理等について発言を行っております。 

③責任限定契約の内容の概要 
当社は社外役員全員と、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結
しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第427条第１項に規定する
最低責任限度額であります。 
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４．会計監査人の状況 
 (1)会計監査人の名称 
あずさ監査法人 

 
 (2)当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 
当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 45百万円 

 
当社および当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の額 49百万円 
 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

 

 (3)解任または不再任の決定の方針 
当社においては、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意により、監査役会は会計監査人を解任します。また、

その他会計監査人の適格性、独立性の点で当社の適正な監査に重大な支障をきたす事態

が生じた場合等には、取締役は、監査役会の同意を得て、または監査役会の請求により、

当該会計監査人の解任または不再任の議案を株主総会に提案します。 
 

５．会社の体制および方針 
 (1)取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制 
当社は取締役会において、上記体制につき以下のとおり決議しております。 

①取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報・文書については、社内規程に従い適切に保存・

管理することとし、必要に応じて規程の見直し等の運用の検証を行う。 

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

イ.平時は、取締役会において中期経営計画、年度経営計画を策定し、月次・四半

期・半期・年度決算のサイクルによる損益管理を実施、事業環境の変化に迅速

に対応する。 

ロ.予想される主要なリスクに対して、各所管部署において規程・体制を整備する

とともに、必要に応じてマニュアルの作成、研修会の実施等を行う。 

ハ.重大な災害、事故および違法行為等が発生した緊急時において、全社一元的に

対応する組織として「全社リスク管理委員会」を設置し、迅速で適正な危機対

応が行える体制を整備する。 
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③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制および取締役の

職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

取締役会が取締役の職務執行を監督するとともに、監査役が取締役の職務執行を

監査する体制を基本とし、これらの体制が効率的に機能するために以下の体制を整

備する。 

イ.取締役会で意思決定を行う事項、経営会議で審議する事項を、それぞれ取締役

会規程・経営会議規程に定める。 

ロ.執行役員制度を採用し、意思決定・監督機能と執行機能とを分離することによ

り、監督機能の実効性と業務執行の効率性を高める。 

ハ.日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限の委

譲を行い、各職責の責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行する。 

④使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

代表取締役社長に直属する部署として監査部を設置、定期的に業務監査を実施し、

執行役員・使用人の職務執行を監査する。また、違法行為の発生を防止するため 

｢コンプライアンス委員会」を設置し、以下のコンプライアンス・プログラムを整

備する。 

イ.コンプライアンス委員会は、コンプライアンスに関する諸規程・教育計画の策

定と周知・啓発を行い、違反またはそのおそれがある場合の調査および是正措

置等を行う。 

ロ.コンプライアンスに関する疑義が生じた場合に、執行役員・使用人がコンプラ

イアンス委員会に相談もしくは内部通報できる「コンプライアンス相談窓口｣ 

を設置する。 

ハ.万一コンプライアンスに違反する事態が発生した場合には、その内容・対処案

がコンプライアンス委員会を通じて取締役会、監査役に報告される体制を構築

する。 

⑤当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

イ.当社グループの経営理念・行動指針に基づき、法令遵守と企業倫理尊重を徹底

する。 

ロ.関係会社管理規程を設け、一定の基準に従って関係会社が当社に協議、報告す

る事項を定める。 

ハ.各子会社に監査役を派遣し、内部統制に関する監査を実施するとともに、当社

監査部が内部監査を定期的に実施する。 

ニ.各子会社の事業内容・規模に応じて、当社に準じたコンプライアンス・プログ

ラムの整備を求める。 

⑥財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社グループは、金融商品取引法の定めに従い、市場への説明責任を果たし投資

家からの信頼を確保するために、財務報告に係る内部統制システムを整備し、その

有効かつ効率的な運用および評価を行う。 

 

 



〆≠●0 
01_9570401102206.doc 
共英製鋼㈱様 招集 2010/05/29 16:33印刷 12/13 

― 13 ― 

⑦監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性

に関する事項 

イ.監査役が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役は監

査役と協議のうえ、監査役を補助する使用人を特定し、監査役は当該使用人を

指揮することができる。 

ロ.上記使用人の人事については、監査役の同意を得る。 

⑧取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する

体制 

監査役は、取締役会・経営会議等の重要会議に出席して情報を共有するとともに、

取締役、執行役員および使用人は、以下の事項について監査役会または監査役に適

時・適切な報告を行う。 

イ.当社および企業集団の経営に関する重要事項 

ロ.当社の取締役および執行役員の業務の執行状況 

ハ.取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制の

整備・運用状況 

ニ.企業集団における業務の適正を確保するための体制の整備・運用状況 

ホ.計算書類および財務諸表の作成に関する重要な事項およびその適正な作成を確

保するための体制の整備・運用状況 

へ.監査部による監査の状況 

ト.当社および企業集団に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、取締役の不正の

行為またはそのおそれ、法令・定款に違反する事実または著しく不当な事実、

ならびにそれらの事態に対して行った措置 

チ.社内稟議書、監査役から要求された会議議事録の回付および対外公表事項 

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

イ.監査役会は、代表取締役と適宜会合をもち、監査上の重要課題等について意見

交換を行う。 

ロ.監査役は、必要と認めた場合、監査部に対して内部監査結果の報告を求めるこ

とができる。 

ハ.監査役は会計監査人と定期的に意見交換を行い、必要に応じ、補助者として、

弁護士、会計士その他の外部専門家等に依頼することができる。 

⑩反社会的勢力排除に向けた体制 

イ.当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一

切の関係を遮断することを基本方針とする。 

ロ.反社会的勢力からの不当な圧力、要求に対して毅然とした態度で臨み、断固と

して拒絶する。 

ハ.警察・弁護士等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力排除に向けた体制整備

を推進する。 
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 (2)剰余金の配当等の決定に関する方針 

 当社は、当社の企業価値を高めることが株主への最大の利益還元となることであると

考えております。従いまして利益配当金については、長期的観点から事業成長と企業体

質の強化に必要な内部留保を確保しつつ合理的な利益配分を実施する所存です。さらに、

資本効率の向上と株主還元策の多様化に加え、機動的な資本政策を可能とするべく自己

株式取得にも取り組んでまいります。 

 当期の期末配当金につきましては、１株当たり25円とし、既に実施いたしました中間

配当金15円と合わせて年間配当金は前期と同額の40円といたします。 

 次期の１株当たり配当金につきましては、中間期末５円、期末15円の年間20円を予想

しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
(

 
平成22年３月31日現在) 

 
(単位：百万円) 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金

一年内返済予定の長期借入金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

 
 

18,793 

12,268 

444 

228 

624 

72 

5,156 

 

7,427 

1,262 

1,145 

3,988 

323 

13 

696 

負 債 合 計 26,220 
 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

土地再評価差額金 

為替換算調整勘定 

少数株主持分 

 
 

117,720 

18,516 

21,493 

78,685 

△  973 

6,355 

1,854 

4,765 

△  264 

829 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

商 品 及 び 製 品 

原 材料及び貯蔵品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
 

68,683 

15,889 

23,938 

9,030 

9,211 

8,169 

333 

2,144 

△  33 

 

82,442 

64,249 

15,574 

20,536 

27,475 

132 

531 

1,284 

16,909 

13,582 

389 

67 

2,974 

△  104 純 資 産 合 計 124,905 

資 産 合 計 151,125 負 債 純 資 産 合 計 151,125 

 
(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

(
 

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで) 

(単位：百万円) 

科        目 金        額 

売 上 高  111,485 

売 上 原 価  91,486 

売 上 総 利 益  19,999 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  8,546 

営 業 利 益  11,454 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 82  

受 取 配 当 金 184  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,034  

そ の 他 182 1,481 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 101  

売 上 割 引 49  

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 57  

そ の 他 13 220 

経 常 利 益  12,715 

特 別 利 益   

固 定 資 産 除 売 却 益 8  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 34 41 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 363  

減 損 損 失 166  

工 場 閉 鎖 損 失 296  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 512  

経 営 統 合 関 連 損 失 217  

そ の 他 81 1,636 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  11,121 

法人税、住民税及び事業税 3,850  

法 人 税 等 調 整 額 476 4,326 

少 数 株 主 利 益  103 

当 期 純 利 益  6,691 
 
(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

(
 

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで) 

(単位：百万円) 

株   主   資   本 
 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成21年３月31日残高 18,516 21,493 73,752 △  972 112,788 

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当 △ 1,758  △ 1,758 

当 期 純 利 益 6,691  6,691 

自 己 株 式 の 取 得 △   0 △   0 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

  

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 4,933 △   0 4,933 

平成22年３月31日残高 18,516 21,493 78,685 △  973 117,720 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成21年３月31日残高 1,095 4,764 △  260 5,599 767 119,154 

連結会計年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当  ―  △ 1,758 

当 期 純 利 益  ―  6,691 

自 己 株 式 の 取 得  ―  △   0 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 

758 1 △   3 756 62 818 

連結会計年度中の変動額合計 758 1 △   3 756 62 5,751 

平成22年３月31日残高 1,854 4,765 △  264 6,355 829 124,905 
 
(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 



〆≠●0 
02_9570401102206.doc 
共英製鋼㈱様 招集 2010/05/29 16:33印刷 4/27 

― 18 ― 

連 結 注 記 表 
 

Ｉ．継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。 

 

Ⅱ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 

 (1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 関東スチール株式会社 

共英建材工業株式会社 

共英産業株式会社 

株式会社共英メソナ 

共英リサイクル株式会社 

共英加工販売株式会社 

株式会社ケイ・ワイコーポレーション 

有限会社春光社 

 (2)主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 有限会社キョウエイ環境 

    連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額) 及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな

いため、連結の範囲から除いております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数及びこれらのうち主要な会社等の名称 

持分法を適用した関連会社の数 ３社 

会社等の名称 ビナ・キョウエイ・スチール社 

中山鋼業株式会社 

千代田鋼鉄工業株式会社 

 (2)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

(非連結子会社) 有限会社キョウエイ環境 

(関連会社) チーバイ・インターナショナル・ポート社 

ビナ・ジャパン・エンジニアリング社 

共備運輸興業株式会社 

    持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないためであります。 

 (3)持分法の適用の手続について特に記載すべき事項 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る

計算書類を使用しております。 
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３．会計処理基準に関する事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの…… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの…… 移動平均法による原価法 

②デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ………………………………………時価法 

③たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品、半製品、原材料及び貯蔵品………総平均法に基づく原価法 

貯蔵品の一部………………………………………最終仕入原価法 

ロール………………………………………………個別法に基づく原価法 

(注) いずれも貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定し

ております。 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び連結子会社のうち４社については定額法を採用し、その他の連結子会社については定

率法を採用しております｡（ただし、一部の連結子会社は、平成10年４月１日以降に取得した建

物 (附属設備を除く）は、定額法によっております｡） 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び運搬具 ２～17年

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

③リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の

負担額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。 
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④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年) 

による定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、｢｢退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３)」(企業会計基準第

19号 平成20年７月31日）を適用しております。なお、これによる営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益に与える影響はありません。 

⑤役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

（追加情報） 

従来、当社及び主要な連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上しておりましたが、当社及び主要な連結子会社

は、取締役会において、平成21年６月開催の定時株主総会終結時をもって役員退職慰労金制度

を廃止することを決議いたしました。 

なお、同定時株主総会において、総会終結時までの在任年数をもとに、廃止前の基準に基づ

く退職慰労金を退任時に支給することを決議しており、当該金額511百万円については、固定

負債「その他」に含めて表示しております。 

 (4)その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

①ヘッジ会計の処理 

a.ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たして

いる場合には、特例処理を採用しております。 

b.ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段  金利スワップ 

・ヘッジ対象  借入金利息 

c.ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っております。 

d.ヘッジ有効性評価の方法 

取引毎にヘッジ手段取引額とヘッジ対象取引額との比較を行うことによりヘッジの有効性評

価を行っております。ただし、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、有効

性の判定を省略しております。 

②消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

③連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
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４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

５．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「売上割

引」は、営業外費用総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度では区分掲記することと

しました。なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含まれる「売上割引」は87百万

円であります。 

 
Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

 (1)担保に供している資産 

建 物 及 び 構 築 物 12,086百万円

機械装置及び運搬具 19,338百万円

土 地 17,820百万円

有形固定資産「その他｣ 176百万円

合    計 49,420百万円

 (2)担保に係る債務 

一年内返済予定の長期借入金 290百万円

長 期 借 入 金 801百万円

合    計 1,090百万円
 
２．有形固定資産の減価償却累計額 82,560百万円

３．有形固定資産の減損損失累計額 

減価償却累計額に含めて表示しております。 

４．受取手形割引高 330百万円

５．土地の再評価 

｢土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 (1)再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

ところの、地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に合理的な調整を行う方法

によっております。 

 (2)再評価を行った年月日    平成12年３月31日 

 (3)再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△6,428百万円 

６．圧縮記帳 

当連結会計年度における国庫補助金等に係る資産の取得価額の直接圧縮累計額は1,311百万円で

あります。 
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 
１．当連結会計年度における発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

 
前連結会計年度末
株 式 数(株)

当連結会計年度
増 加 株 式(株)

当連結会計年度
減 少 株 式(株)

当連結会計年度末 
株 式 数(株) 

発 行 済 株 式  

普 通 株 式 44,898,730 ― ― 44,898,730 

合   計 44,898,730 ― ― 44,898,730 

自 己 株 式  

普通株式(注) 943,974 95 ― 944,069 

合   計 943,974 95 ― 944,069 
 

(注) 普通株式である自己株式の増加株式数95株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

２．配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 
 

決   議 
株式の 
種 類 

配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

平成21年４月30日 
取 締 役 会 

普通株式 1,099 25.00 平成21年３月31日 平成21年６月12日 

平成21年10月30日 
取 締 役 会 

普通株式 659 15.00 平成21年９月30日 平成21年12月10日 

 
 (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

①決議 平成22年４月30日 取締役会

②株式の種類 普通株式

③配当金の総額 1,099百万円

④配当の原資 利益剰余金

⑤１株当たり配当額 25.00円

⑥基準日 平成22年３月31日

⑦効力発生日 平成22年６月11日

 

Ⅴ．金融商品に関する注記 
１．金融商品の状況に関する事項 

 (1)金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については流動性の高い金融資産に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するためのヘッ

ジ手段として利用し、投機的な取引は原則行いません。 
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 (2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制  

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関

して、当社グループでは各社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う

とともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を

有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日です。 

現在当社グループの借入金は全て長期借入金（主に５年）であり、主に設備投資に係る資金調

達です。変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されますが、支払金利の変動リスクを回避し

支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッ

ジ手段として利用することがあります。ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。取引

毎の有効性評価を行っておりますが、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合

には、その判定をもって有効性の評価を省略しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程等に従って行い、また、

デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取

引を行うこととしております。 

なお、現在当社グループでは、デリバティブ取引は行っておりません。 

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月

次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。 

 (3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

該当事項はありません。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次の通りです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません（(注2）参照)。 
 

 
連結貸借対照表
計 上 額(※)
（百万円） 

時 価(※)

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

(1)現金及び預金 15,889 15,889 ― 

(2)受取手形及び売掛金 23,938 23,938 ― 

(3)有価証券 9,030 9,030 ― 

(4)投資有価証券 
   その他有価証券 6,602 6,602

 
― 

(5)支払手形及び買掛金 (12,268) (12,268) ― 

(6)長期借入金 
   一年内返済予定の長期借入金 
   長期借入金 

(444)
(1,262)

(446)
(1,265)

 
1 
4 

 
(※) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 
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(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
   (1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金並びに(3)有価証券 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。 

   (4)投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上
額と取得原価との差額は以下の通りです。 

 

 種類
取 得 原 価 

(百万円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差 額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 1,711 5,218 3,507 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 1,683 1,384 △299 

合   計  3,394 6,602 3,208 
 

   (5)支払手形及び買掛金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。 

   (6)長期借入金 
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,331百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(4)
投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

(注3) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
 

 １年以内(百万円) 

現金及び預金 15,889 

受取手形及び売掛金 23,938 

有価証券 9,030 

投資有価証券 
 その他有価証券のうち満期があるもの 

― 

合   計 48,858 
 

(注4) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 
 

区  分 
１年超２年以内
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

５ 年 超 
(百万円) 

長期借入金 403 403 392 47 18 
 

（追加情報） 

当連結会計年度より、｢金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10

日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成

20年３月10日）を適用しております。 



〆≠●0 
02_9570401102206.doc 
共英製鋼㈱様 招集 2010/05/29 16:33印刷 11/27 

― 25 ― 

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記 
 

１株当たり純資産額 2,822円81銭

１株当たり当期純利益 152円23銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。 
 
(注) 算定上の基礎 
１．１株当たり純資産額 

 
連結貸借対照表の純資産の部の合計額 124,905百万円

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
から控除する金額 

△829百万円

普通株式に係る期末純資産額 124,076百万円

普通株式の発行済株式数 44,899千株

普通株式の自己株式数 944千株

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末普通株式の数 

43,955千株

 
２．１株当たり当期純利益 

 
連結損益計算書上の当期純利益 6,691百万円

普通株式に係る当期純利益 6,691百万円

普通株式の期中平均株式数 43,955千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含まれなかった潜在株式の概要 

―

 

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 

 



〆≠●0 
02_9570401102206.doc 
共英製鋼㈱様 招集 2010/05/29 16:33印刷 12/27 

― 26 ― 

Ⅷ．その他の注記 
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。 
 

用途 場所 種類 
金額 
（百万円） 

建物及び構築物 49 

機械装置 12 
鉄鋼事業に 
おける工場 

大阪府 
寝屋川市 

土地 189 

遊休資産 
山口県山陽 
小野田市 

土地 166 

 
当社グループは、事業用資産については原則として事業所毎に、遊休資産については物件単位毎

にグルーピングを実施しております。 

 

（損益計算書の工場閉鎖損失に含まれる減損損失） 

連結子会社の共英建材工業株式会社は、同社の主力商品であるコラム、Ｃ形鋼を生産する滋賀工

場に経営資源を集中させるため、寝屋川工場を閉鎖することを決定しましたので、これらにかかる

減損損失（250百万円）とその他損失額（45百万円）を工場閉鎖損失として特別損失に計上してお

ります。 

なお、減損損失を測定する際の回収可能価額は正味売却価額を使用し、正味売却価額は、不動産

鑑定評価額等に基づき算出しております。 

 

（損益計算書の減損損失） 

将来の使用が見込まれていない遊休資産について回収可能価額まで減額し、当該減損額を減損損

失（166百万円）として特別損失に計上しております。 

なお、減損損失を測定する際の回収可能価額は正味売却価額を使用し、正味売却価額は、固定資

産税評価額に基づき算出しております。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書(謄本) 
 

 
独立監査人の監査報告書 
 

平成22年５月10日 
共英製鋼株式会社 
 
 取締役会 御中 
 

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 西尾 方宏 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土居 正明 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 羽津 隆弘 ㊞

 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、共英製鋼株式会社の平成21年４月１日か

ら平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、共英製鋼株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上 
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貸 借 対 照 表 
(

 
平成22年３月31日現在) 

 
(単位：百万円) 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 

(負 債 の 部) 
流 動 負 債 
支 払 手 形
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
前 受 収 益
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

 
固 定 負 債 
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
PCB廃棄物処理費用引当金
そ の 他

 
 

13,026 
1,256 
6,665 
3,680 
269 
123 
1 
344 
5 
402 
51 
231 

 
4,681 
173 
3,988 
95 
425 

負 債 合 計 17,707 
 

(純 資 産 の 部) 
株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
特 別 償 却 準 備 金
圧 縮 積 立 金
特定災害防止準備金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 
評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 
土地再評価差額金 

 
 

100,195 
18,516 
21,356 
19,362 
1,995 
61,439 
453 
60,986 
43 
72 
9 

25,000 
35,863 

△ 1,116 
5,034 
269 

4,765 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
商 品 及 び 製 品 
原 材料及び貯蔵品 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
短 期 貸 付 金 
未 収 入 金 
信 託 受 益 権 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具、器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 
借 地 権 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
関 係 会 社 出 資 金 
長 期 貸 付 金 
従業員に対する長期貸付金 
関係会社長期貸付金 
前 払 年 金 費 用 
長 期 前 払 費 用 
関係会社長期預け金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 

56,177 
11,607 
9,884 
9,747 
9,030 
7,654 
6,313 
127 
189 
821 
569 
199 
58 

△  21 
 

66,759 
45,369 
7,174 
1,755 
13,707 
82 
420 
22,102 
129 
467 
60 
395 
13 

20,923 
4,667 
9,119 
43 
1,308 
105 
124 
3,484 
663 
14 
2,453 
267 

△ 1,324 純 資 産 合 計 105,229 

資 産 合 計 122,936 負 債 純 資 産 合 計 122,936 

 
(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(
 

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで) 

(単位：百万円) 

科        目 金        額 

売 上 高  87,443 

売 上 原 価  72,099 

売 上 総 利 益  15,345 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  6,027 

営 業 利 益  9,317 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 71  

受 取 配 当 金 688  

不 動 産 賃 貸 料 101  

そ の 他 115 976 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 23  

売 上 割 引 40  

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 57  

そ の 他 8 129 

経 常 利 益  10,164 

特 別 利 益   

固 定 資 産 除 売 却 益 1  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 5 6 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 257  

減 損 損 失 166  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 512  

経 営 統 合 関 連 損 失 217  

そ の 他 71 1,224 

税 引 前 当 期 純 利 益  8,947 

法人税、住民税及び事業税 3,226  

法 人 税 等 調 整 額 384 3,609 

当 期 純 利 益  5,337 
 
(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(
 

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで) 

(単位：百万円) 

株    主    資    本 

資本剰余金 利  益  剰  余  金 

その他利益剰余金 
 

資本金 資 本 
準備金 

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金
特 別
償 却
準備金

圧 縮
積立金

特定災
害防止
準備金

別 途 
積立金 

繰 越 
利 益 
剰余金 

利 益 
剰余金 
合 計 

平成21年３月31日残高 18,516 19,362 1,995 21,356 453 53 76 9 25,000 32,270 57,860 

事業年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   ―  △1,758 △1,758 

当 期 純 利 益   ―  5,337 5,337 

特別償却準備金の取崩   ― △11  11 ― 

圧縮積立金の取崩   ― △4  4 ― 

特定災害防止準備金の積立   ― 0  △0 ― 

自 己 株 式 の 取 得   ―   ― 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

     

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― △11 △4 0 ― 3,593 3,579 

平成22年３月31日残高 18,516 19,362 1,995 21,356 453 43 72 9 25,000 35,863 61,439 

 
株 主 資 本 評価・換算差額等 

 
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成21年３月31日残高 △1,116 96,616 44 4,764 4,807 101,424 

事業年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当  △1,758 ― △1,758 

当 期 純 利 益  5,337 ― 5,337 

特別償却準備金の取崩  ― ― ― 

圧縮積立金の取崩  ― ― ― 

特定災害防止準備金の積立  ― ― ― 

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 ― △0 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

 226 1 227 227 

事業年度中の変動額合計 △0 3,579 226 1 227 3,806 

平成22年３月31日残高 △1,116 100,195 269 4,765 5,034 105,229 
 
(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

Ｉ．継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。 

 

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式……………………移動平均法による原価法 

その他有価証券  

 時価のあるもの…………………………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

 時価のないもの…………………………………移動平均法による原価法 

 (2)デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ………………………………………時価法 

 (3)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品、半製品、原材料及び貯蔵品………総平均法に基づく原価法 

貯蔵品の一部………………………………………最終仕入原価法 

ロール………………………………………………個別法に基づく原価法 

(注) いずれも貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定し

ております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物 31年

構築物 30年

機械及び装置 14年

車両運搬具 4年

工具、器具及び備品 6年

 (2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

 (3)リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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３．引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担

額を計上しております。 

 (3)役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額

を計上しております。 

 (4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年) 

による定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

なお、当事業年度末は退職給付引当金が計上されずに前払年金費用が計上されております。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、｢｢退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３)」(企業会計基準第19号 

平成20年７月31日）を適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。 

 (5)PCB廃棄物処理費用引当金 

｢ポリ塩化ビフェニール廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」による、PCB廃棄物の

適正処理に要する支出に備えるため、将来の廃棄物処理に係る負担見込額を計上しております。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 (1)ヘッジ会計の処理 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしてい

る場合には、特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段  金利スワップ 

・ヘッジ対象  借入金利息 

③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

取引毎にヘッジ手段取引額とヘッジ対象取引額との比較を行うことによりヘッジの有効性評価

を行っております。ただし、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、有効性の

判定を省略しております。 
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 (2)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 (3)連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

Ⅲ．追加情報 
役員退職慰労金制度の廃止について 

従来、当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を役員退職

慰労引当金として計上しておりましたが、当社は、取締役会において、平成21年６月開催の定時

株主総会終結時をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決議いたしました。 

なお、同定時株主総会において、総会終結時までの在任年数をもとに、廃止前の基準に基づく

退職慰労金を退任時に支給することを決議しており、当該金額399百万円については、固定負債 

｢その他」に含めて表示しております。 

 

Ⅳ．貸借対照表に関する注記 
１．担保に供している資産 

 (1)担保に供している資産 

建 物 5,589百万円

構 築 物 1,287百万円

機 械 及 び 装 置 13,560百万円

工具、器具及び備品 176百万円

土 地 13,686百万円

合    計 34,298百万円

 (2)担保に係る債務 

該当事項はありません。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 68,777百万円

３．保証債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。 

共 英 リ サ イ ク ル ㈱ 181百万円

４．関係会社に対する金銭債権債務 

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次の通りであ

ります。 

短 期 金 銭 債 権 2,435百万円

短 期 金 銭 債 務 2,228百万円

長 期 金 銭 債 権 2百万円
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５．土地の再評価 

｢土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 (1) 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

るところの地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に合理的な調整を行う方法

によっております。 

 (2) 再評価を行った年月日     平成12年３月31日 

 (3) 再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△6,428百万円 

６．圧縮記帳 

当事業年度における国庫補助金等に係る資産の取得価額の直接圧縮累計額は400百万円でありま

す。 

 

Ⅴ．損益計算書に関する注記 
 関係会社との取引高 

  営  業  取  引 

売 上 高 4,794百万円

売 上 原 価 10,530百万円

販売費及び一般管理費 1,930百万円

  営業取引以外の取引 

連結納税に伴う精算額 289百万円

そ の 他 698百万円

 

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

 
前事業年度末
株 式 数(株)

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株 式 数(株) 

普 通 株 式(注) 943,974 95 ― 944,069 

合   計 943,974 95 ― 944,069 
 
(注) 普通株式である自己株式の増加株式数95株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
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Ⅶ．税効果会計に関する注記 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   (繰延税金資産） 

投資有価証券評価損 272百万円

子 会 社 株 式 評 価 損 173百万円

貸 倒 引 当 金 544百万円

賞 与 引 当 金 163百万円

役員退職慰労引当金 162百万円

そ の 他 195百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 1,509百万円

評 価 性 引 当 額 △973百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 536百万円

繰延税金資産の純額 16百万円
 

   (繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 184百万円

圧 縮 積 立 金 20百万円

特 別 償 却 準 備 金 12百万円

前 払 年 金 費 用 270百万円

還 付 事 業 税 31百万円

そ の 他 4百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 520百万円
  

(注) 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 
 
流動資産－繰延税金資産 189百万円

固定負債－繰延税金負債 173百万円
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Ⅷ．リースにより使用する固定資産に関する注記 
所有権移転外ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内

容は次の通りであります。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相当額 
(百万円) 

減価償却累計額相当額
(百万円) 

期末残高相当額 
(百万円) 

車 両 運 搬 具 44 37 7 

工具、器具及び備品 8 3 5 

合     計 52 40 12 
 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 以 内 8百万円

１ 年 超 4百万円

合    計 12百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 21百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 21百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

５．減損損失について 

リース資産に配分された減損損失はありませんので項目の記載は省略しております。 
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記 
１．親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

２．関連会社等 
 

種 類 
会社等の 
名  称 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目 
期末残高 
(百万円) 

― 短期貸付金 630 

―
関係会社長
期貸付金 

1,890 子会社 
関東スチー
ル㈱ 

茨城県
土浦市 

2,810 
鋼片及び鋼
材の製造販
売 

所有 
直接100.0

関東市場・
地域におけ
る製品の製
造販売 

資金の貸付
(注１) 

27
貸付金受取 
利息 

― 

子会社 ㈲春光社 
大阪市 
北区 

3 
金融資産管
理業 

所有 
直接100.0

資金の寄託
預け金 
(注２) 

―
関係会社長
期預け金 
(注３) 

2,453 

 
(注) 上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。なお、取引条件及び取
引条件の決定方針等については、以下の通りであります。 
１ 資金の貸付については市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
２ 関係会社株式の間接保有を目的とした資金の寄託であります。 
３ ㈲春光社への預け金に対し、1,243百万円の貸倒引当金を計上しております。 

 

３．兄弟会社等 

該当事項はありません。 

 

４．役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 
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Ⅹ．１株当たり情報に関する注記 
 

１株当たり純資産額 2,394円04銭

１株当たり当期純利益 121円42銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 
 
(注) 算定上の基礎 
１．１株当たり純資産額 

 
貸借対照表の純資産の部の合計額 105,229百万円

普通株式に係る純資産額 105,229百万円

普通株式の発行済株式数 44,899千株

普通株式の自己株式数 944千株

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末普通株式の数 
43,955千株

 
２．１株当たり当期純利益 

 
損益計算書上の当期純利益 5,337百万円

普通株式に係る当期純利益 5,337百万円

普通株式の期中平均株式数 43,955千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含まれなかった潜在株式の概要 

―

 

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 

 

Ⅻ．その他の注記 
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

 

用途 場所 種類 
金額 
（百万円） 

遊休資産 
山口県山陽 
小野田市 

土地 166 

 
当社は、事業用資産については原則として事業所毎に、遊休資産については物件単位毎にグルー

ピングを実施しております。 

 

（損益計算書の減損損失） 

将来の使用が見込まれていない遊休資産について回収可能価額まで減額し、当該減損額を減損損

失（166百万円）として特別損失に計上しております。 

なお、減損損失を測定する際の回収可能価額は正味売却価額を使用し、正味売却価額は、固定資

産税評価額に基づき算出しております。 
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会計監査人の監査報告書(謄本) 
 

 
独立監査人の監査報告書 
 

平成22年５月10日 
共英製鋼株式会社 
 
 取締役会 御中 
 

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 西尾 方宏 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土居 正明 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 羽津 隆弘 ㊞

 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、共英製鋼株式会社の平成21年４月

１日から平成22年３月31日までの第66期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算

書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類

及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書(謄本) 
 

 
監 査 報 告 書 
  

 

当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第66期事業年度の取締役の

職務執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作

成し、以下の通り報告いたします。 

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容 

 (1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および

結果について報告を受け、その内容を審議し確認するほか、取締役等および会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 (2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、当期の監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締

役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および事業所において業務および財産の状況を実

地に調査いたしました。 

 (3) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株

式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項

および第３項に定める体制の整備について、その取締役会決議の内容（事業報告に概要

を記載）および当該決議に基づく体制の整備の状況を監視し検証いたしました。 

 (4) 子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

 (5) 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを往査立会い

等により確認するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる

ことを確保するための体制」として会社計算規則第131条各号に掲げる事項を適切に整

備している旨の通知を受けました。 

 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書について検討

いたしました。また、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討い

たしました。 
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２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

  ① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。 

  ② 取締役の職務執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

  ③ 業務の適正を確保するための体制に関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該体制に関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。 

 (2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果 

   会計監査人あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

   会計監査人あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。 

 

   平成22年５月14日 

 

共英製鋼株式会社 監査役会 
常勤監査役
(社外監査役)鬼 形 聰 彦㊞ 

社外監査役 井 関 博 文㊞ 

社外監査役 瀧 井 道 治㊞ 
  

 
以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項  
 第１号議案 取締役14名選任の件 

   本総会終結の時をもって、取締役全員（14名）は任期満了となりますので、取締役14

名の選任をお願いするものであります。 

   取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所有する当社の 
株  式  数 

１ 
高 島 成 光 

(昭和11年11月６日生) 

昭和36年４月 住友金属工業㈱入社 

昭和44年２月 当社入社 

昭和46年11月 当社取締役 

昭和47年11月 当社常務取締役 

昭和48年11月 当社専務取締役 

昭和52年１月 当社代表取締役専務 

昭和62年６月 当社代表取締役社長 

平成２年４月 当社代表取締役副社長 

平成６年６月 当社取締役相談役 

平成12年４月 当社代表取締役会長兼CEO 

平成19年６月 当社代表取締役会長 (現任) 

 2,233,000株 

２ 
高 島 秀一郎 

(昭和33年１月26日生) 

平成元年３月 当社入社 

平成２年３月 当社取締役 

平成３年４月 当社常務取締役 

平成４年６月 当社専務取締役 

平成５年６月 当社取締役副社長 

平成５年10月 当社代表取締役副社長 

平成７年６月 当社代表取締役社長兼COO 

平成19年６月 当社代表取締役副会長本社営業企画部 

直轄(現任)  

〈重要な兼職の状況〉 

中山鋼業㈱代表取締役副会長 

 4,875,460株 

３ 
吉 岡 龍太郎 

(昭和14年５月５日生) 

昭和37年４月 ㈱東京銀行（現㈱三菱東京UFJ銀行）入行

昭和62年11月 同行バンコック支店長 

平成３年６月 同行取締役名古屋支店長 

平成６年６月 当社常務取締役 

平成13年６月 当社顧問 

平成15年６月 共英産業㈱代表取締役社長 

平成19年６月 当社代表取締役社長(現任) 

13,400株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所有する当社の 
株  式  数 

４ 
永 田 紘 文 

(昭和22年１月23日生) 

昭和44年３月 当社入社 

平成３年12月 当社山口事業所統括部長 

平成５年６月 当社取締役 

平成７年６月 当社常務取締役 

平成８年６月 当社専務取締役 

平成15年６月 当社取締役専務執行役員 

平成20年６月 当社取締役副社長執行役員社長補佐兼 

山口事業所長（現任) 

〈重要な兼職の状況〉 

 共英リサイクル㈱代表取締役社長 

 10,000株 

５ 
森 田 浩 二 

(昭和22年１月６日生) 

昭和46年４月 住友金属工業㈱入社 

平成９年６月 同社関西製造所副所長 

平成11年１月 ㈱住友金属エレクトロデバイス常務取締

役 

平成13年９月 同社代表取締役社長 

平成18年６月 住友金属工業㈱専務執行役員交通産機品

カンパニー副カンパニー長 

平成19年６月 同社取締役専務執行役員交通産機品カン

パニー長 

平成21年２月 同社取締役副社長交通産機品カンパニー

長兼チタン事業本部副本部長 

平成21年４月 当社顧問  

平成21年６月 当社取締役 

平成21年10月 当社取締役副社長執行役員(現任) 

500株 

６ 
深 田 信 之 

(昭和16年８月10日生) 

昭和35年３月 当社入社 

平成５年６月 当社大阪事業所長兼製造部長 

平成７年６月 当社取締役 

平成11年６月 当社常務取締役 

平成13年６月 当社専務取締役 

平成15年６月 当社取締役専務執行役員 

平成21年６月 当社取締役専務執行役員本社生産企画部

担当兼枚方事業所協力役員（現任) 

5,400株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所有する当社の 
株  式  数 

７ 
緒 方  健 

(昭和25年２月23日生) 

昭和47年４月 住友金属工業㈱入社 

昭和62年６月 同社企画管理部経理室長 

平成７年12月 ウェスタン・チューブ・アンド・コンジ

ット社社長兼CEO 

平成11年６月 住友金属工業㈱国際企画部長 

平成13年６月 同社関連事業部長 

平成14年６月 同社経営企画部専任部長 

平成15年６月 当社取締役常務執行役員 

平成19年６月 当社取締役専務執行役員本社経営企画部

担当兼生産企画部協力役員（現任） 

 4,100株 

８ 
川 崎 孝 二 

(昭和25年７月21日生) 

昭和48年４月 ㈱大和銀行（現㈱りそな銀行）入行 

平成３年７月 同行千里丘支店長 

平成５年７月 同行秘書室秘書役 

平成７年７月 同行難波支店長 

平成13年１月 同行船場支店長 

平成15年６月 当社取締役常務執行役員本社人事総務

部・経理部担当 (現任) 

〈重要な兼職の状況〉 

 ㈱ケイ・ワイコーポレーション代表取締役社長 

 3,700株 

９ 
座 古 俊 昌 

(昭和32年12月５日生) 

平成８年５月 当社入社 

平成９年６月 関東スチール㈱取締役 

平成10年６月 同社常務取締役 

平成11年６月 同社専務取締役 

平成11年７月 同社代表取締役専務 

平成12年７月 同社代表取締役社長 

平成15年６月 当社取締役 

平成16年４月 当社取締役常務執行役員 

平成22年４月 当社取締役常務執行役員監査部・コンプ

ライアンス担当 (現任) 

3,800株 

10 
合 六 直 吉 

(昭和22年７月９日生) 

昭和61年８月 当社入社 

平成６年６月 当社山口事業所営業部長 

平成９年７月 当社本社営業管理部長兼山口事業所営業

部長 

平成11年６月 当社取締役 

平成15年６月 当社取締役執行役員 

平成20年６月 当社取締役常務執行役員 

平成21年６月 当社取締役常務執行役員本社営業企画部

担当・営業企画部長兼山口事業所副事業

所長 (現任) 

〈重要な兼職の状況〉 

 共英加工販売㈱代表取締役社長 

3,000株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所有する当社の 
株  式  数 

11 
木 村 弘 隆 

(昭和19年４月27日生) 

昭和43年３月 当社入社 

平成５年６月 当社枚方事業所営業部長 

平成８年６月 当社名古屋事業所営業部長 

平成15年６月 当社取締役執行役員 

平成20年６月 当社取締役常務執行役員枚方事業所長 

       (現任) 

2,700株 

12 
松 田 良 弘 

(昭和21年８月10日生) 

昭和44年３月 当社入社 

平成２年４月 当社名古屋事業所営業部長 

平成５年４月 当社名古屋副事業所長兼営業部長 

平成８年６月 当社大阪事業所長 

平成８年11月 キョウエイ製鐵㈱（現 住金スチール㈱) 

出向 

平成13年12月 中山鋼業㈱取締役営業部長 

平成18年６月 同社常務取締役営業部長 

平成19年６月 当社取締役執行役員 

平成22年４月 当社取締役執行役員名古屋事業所長 

       (現任) 

3,700株 

13 
青 木  弘 

(昭和３年７月19日生) 

昭和43年６月 大同酸素㈱常務取締役 

昭和52年１月 同社専務取締役 

昭和57年１月 同社代表取締役副社長 

昭和59年１月 同社代表取締役社長 

平成５年４月 大同ほくさん㈱代表取締役会長および最

高経営責任者(CEO) 

平成12年４月 エア・ウォーター㈱代表取締役会長およ

び最高経営責任者(CEO)  

平成15年６月 当社取締役 (現任) 

平成21年６月 エア・ウォーター㈱代表取締役会長兼 

社長および最高経営責任者(CEO)兼最高

業務執行責任者(COO) (現任) 

〈重要な兼職の状況〉 

 エア・ウォーター㈱代表取締役会長兼社長および最高

経営責任者(CEO)兼最高業務執行責任者(COO) 

3,000株 

14 
岡 田  章 

(昭和28年６月27日生) 

昭和51年４月 住友金属工業㈱入社 

平成11年６月 同社鹿島製鉄所業務部長 

平成14年４月 同社鋼板・建材カンパニー企画部長 

平成14年４月 住友金属建材㈱（現 日鉄住金鋼板㈱・ 

日鉄住金建材㈱）取締役 

平成18年12月 当社入社 

平成19年３月 当社執行役員 

平成22年４月 当社執行役員名古屋事業所副事業所長 

(現任) 

－株 

 
(注) 1.高島秀一郎氏は、中山鋼業㈱の代表取締役副会長を兼務しており、当社は同社との間に鋼片・鉄筋棒
鋼の販売他の取引関係があるとともに、競業関係にあります。 
2.永田紘文氏は、共英リサイクル㈱の代表取締役社長を兼務しており、当社は同社との間に原燃料他の
取引関係があるとともに、廃車処理事業において競業関係にあります。 
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3.その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
4.岡田 章氏は、新任取締役候補者であります。 
5.青木 弘氏は、社外取締役候補者であります。 
6.社外取締役候補者の選任理由および社外取締役との責任限定契約について 
 (1)社外取締役候補者の選任理由について 
   青木 弘氏は、エア・ウォーター㈱で社長および会長を歴任され、その経営者としての豊富な知見
を活かして、当社の経営全般に助言いただきたく、社外取締役として選任をお願いするものであり
ます。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって７年となります。 

 (2)社外取締役との責任限定契約について 
   当社は社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、社外取締役との間で、当社への損
害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款に定めており、社外取締役候補者 青
木 弘氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合、
同氏との間の当該契約を継続する予定であります。 

   その契約内容の概要は次のとおりであります。 
   ・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427条第１
項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

   ・上記の責任限定契約が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行につい
て善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。 
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 第２号議案 監査役３名選任の件 
   本総会終結の時をもって、監査役全員（３名）は任期満了となりますので、監査役３

名の選任をお願いするものであります。 

   監査役候補者は、次のとおりであります。 

   なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。 
 
候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位および重要な兼職の状況 
所有する当社の 
株  式  数 

１ 
井 関 博 文 

(昭和22年９月30日生) 

昭和47年４月 ㈱大和銀行（現㈱りそな銀行）入行 

平成７年７月 同行平林支店長 

平成９年１月 同行国際部副部長兼アジア営業部長 

平成10年４月 同行天六支店長 

平成12年１月 同行秘書室長 

平成14年６月 同行常勤監査役 

平成15年３月 ㈱りそな銀行常勤監査役 

平成15年６月 同行取締役監査委員会委員 

平成17年６月 同行監査役 

平成18年６月 大阪機工㈱常勤監査役（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

〈重要な兼職の状況〉 

 大阪機工㈱常勤監査役 

－株 

２ 
市 原 修 二 

(昭和25年３月23日生) 

昭和49年３月 当社入社 

平成13年７月 当社本社総務部長 

平成17年９月 当社本社人事総務部長 

平成18年６月 当社執行役員 

平成22年４月 当社執行役員本社人事総務部長兼東京事

務所長 (現任) 

1,000株 

３ 
家 城 保 雄 

(昭和24年６月25日生) 

昭和47年４月 住友金属工業㈱入社 

平成５年12月 同社建設エンジニアリング事業本部建材

部次長 

平成６年６月 キョウエイ製鐵㈱（現 住金スチール㈱) 

出向 

平成９年５月 住友金属工業㈱建築事業統括部大阪総合

建築部長 

平成11年11月 同社東北支社長 

平成14年６月 住金スチール㈱代表取締役社長（現任）

－株 

 
(注) 1.監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
2.市原修二氏および家城保雄氏は、新任監査役候補者であります。 
3.井関博文氏および家城保雄氏は、社外監査役候補者であります。 
4.社外監査役候補者の選任理由および社外監査役との責任限定契約について 
 (1)社外監査役候補者の選任理由について 
  ①井関博文氏は、銀行の監査役としての経験を有しており、専門的な見地から、経営全般の監視と
有効な助言を期待したものであります。なお、同氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時
をもって４年となります。 

  ②家城保雄氏は、鉄鋼メーカーの経営者としての豊富な知識・経験等を、当社の監査体制に活かし
ていただくことを期待したものであります。 
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 (2)社外監査役との責任限定契約について 
   当社は社外監査役として有能な人材を迎えることができるよう、社外監査役との間で、当社への損
害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款に定めております。社外監査役候補者 
井関博文氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、同
氏との間の当該契約を継続する予定であります。また、社外監査役候補者 家城保雄氏の選任が承
認された場合、当社との間で当該責任限定契約を締結する予定であります。 

   その契約内容の概要は次のとおりであります。 
   ・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427条第１
項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

  ・上記の責任限定契約が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行につい
て善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。 

 

 

 

以 上 
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 メ モ 欄  
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株主総会会場ご案内略図 
 

 

 
場  所 〒530-0004 
     大阪市北区堂島浜一丁目３番11号 
     社団法人クラブ関西２階ホール 
交通機関 京阪中之島線「渡辺橋駅」から徒歩約３分 
     京阪中之島線 ｢大江橋駅」から徒歩約５分 
     地下鉄四ツ橋線「肥後橋駅」から徒歩約５分 
     ＪＲ東西線「北新地駅」から徒歩約５分 
     ＪＲ「大阪駅」から徒歩約10分 
     京阪本線・地下鉄御堂筋線「淀屋橋駅」から徒歩約10分 
     阪急・阪神・地下鉄御堂筋線「梅田駅」から徒歩約15分 

 
 




